
平成 17 年（2005 年）12 月那覇市議会定例会 

 

 代表質問発言通告書（２日目） 

平成 17 年 12 月７日（水） 

 

                      割当時間（答弁を除く） 

日 本 共 産 党  30 分 
大 志 の 会  20 分

社 社 連 合  20 分

自 民 ク ラ ブ 15 分

民 主 ク ラ ブ 10 分

市 民 の 会  10 分

 
 

 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

１ 渡久地  修 

（日本共産党） 

１ 米軍基地再

編問題につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 憲法９条に

ついて 

 

 

(１) 今回の日米合意は、地球規模でのアメリカ

の先制攻撃戦略に基づく再編強化と、日本の

自衛隊を一体化させるものであり、基地の負

担軽減どころか、永久固定化につながるもの

である。このような自治体の頭ごなしの合意

に対し、全国的にも自治体の反対の声が大き

く広がっている 
   県都の那覇市長としても、今回の日米合意

と辺野古沿岸への基地建設に反対し、普天間

基地の即時閉鎖、那覇軍港の無条件返還を要

求すべきではないか 

 

 

(２) 基地建設のために、公有水面埋立ての認可

権など、自治体の権限を奪う「特別措置法」

などについて、市長も体を張ってでも反対す

べきではないか 

 

 

 

(１) 先の大戦で、沖縄では 20 万余の尊い命が

犠牲になったが、市長はあの戦争をどのよう

に認識しているか 

 

 

(２) 憲法９条の改定は、日本の自衛隊がアメリ

カの要請にしたがって海外で武力行使がで

きるようにするものである 

   沖縄戦で多くの犠牲者を出した県都の市

長として、このような憲法９条の改悪に反対

すべきである。見解を問う 

 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ３ 耐震構造計

算書偽造事件

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 市の財政問

題について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 建築確認の際の構造計算書の偽造問題が

大きな社会問題となっている。今回の偽造事

件は、なぜ起こったのか 
   那覇市での建築確認の実態はどのように

なっているか。不安を持っている市民もいる

が、調査と対応方はどうなっているか 

 

 

 

(２) 那覇市の建築確認の体制は不十分ではな

いか。98 年以降の市の体制はどのようになっ

ているか 

   市民の安全・安心を最優先し、職員の増員

を含め、建築確認体制を強化すべきである 

 

 

 

 

(１) 実施計画で、新たな大型事業などが入って

きているが、土地開発公社用地の買い取り、

再開発事業、奥武山野球場整備事業などの財

政負担は、どのように推移するか 

 

 

 

(２) 団塊の世代の退職金の対策及び、積み立て

基金について問う 

 

 

 

(３) 那覇市の財政はどのように推移するのか。

市債残高、単年度市債発行額、公債費比率な

どの財政指標などについて問う 

 

 

 

(４) これらの事業を裏付ける中長期の財政計

画は、どのようになっているか 

 

 

 

 
 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ５ 市独自の緊

急雇用対策に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 国民健康保

険について 

(１) 決算剰余金が前年度より５億４千万円も

多い 16 億円余が発生したが、そのうち今回

の 12 月補正予算で、市民に関わる事業には

幾ら補正したのか。残金は幾らか。市民の切

実で必要な事業に回すべきではないか 

 

 

(２) 那覇市の失業率はどのようになっている

か。年末年始を控え、失業者を一人でも多く

なくすことに全力をあげるために、決算剰余

金を活用し、緊急の失業対策事業を行い、雇

用創出策を実施すべきではないか 

   例えば、一億円を活用すれば何人の失業者

を救うことができるか 

 

 

(３) 雇用対策本部の設置と、「一部局一雇用政

策運動」を実施すべきではないか 

 

 

(４) 残業をなくし雇用に振り向けるワーキン

グシェアをこれまでも提案してきた。若者の

雇用を確保する立場から、市の残業を減らし

非常勤職員の採用を進めるべきではないか 
 

 

(５) 公共事業を受注する企業に、ハローワーク

に通っている市民を一人でも多く採用する

ように要請できないか 

 

 

(１) 国保加入者の保険税支払いと保険証の交

付状況はどのようになっているか。失業、倒

産の増加などで支払うことが困難な市民が

増えていると思うが、当局の認識を問う 

 

 

(２) 市独自の減免制度で 1,500万円が増額され

たが、支払い困難な市民にどれぐらい対応で

きるのか。また、収納率にはどのような影響

があるのか 

 
 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

(３) 今回の増額分を含め新年度の当初予算か

ら計上し、さらに拡充すべきである 
 

 

 

 

(１) 小学校の統廃合を市が打ち出したことで、

市民に大きな不安を与えている。統廃合反対

の声が大きく広がっているが、反対署名など

はいくら届いているか 
   統廃合を最初に打ち出したのは市長だと

思うが、市長はどのようにこの声を受け止め

るのか。統廃合は撤回すべきである 
 

 

 

(２) 一連の児童の殺害事件が国民に大きなシ

ョックを与え、通学路の安全確保が大きな問

題となっている。当局はどのように認識し、

対策をとるのか 
   また、統廃合によって通学路の距離が長く

なり、安全確保に逆行する事態になってしま

うが、見解を問う 
 

 

 

 

 市民の財産である公立保育所を無償譲渡する

公立保育所の廃止条例が出されているが、保育の

公的責任を放棄するものではないか。撤回し、存

続させるべきである 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

７ 教育行政に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 公立保育所

の存続につい

て 

【答弁を求める者】 

  市長、助役、教育長、関係部長 

 
 
 
 
 



 代表質問（２日目） 平成 17 年 12 月７日(水) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

(１) 南風原町字新川 703 番地 56 及び 57 の墓地

譲渡の件について、現在の進捗状況と今後の

対応を伺いたい 

 

 

(２) 墓地の譲渡ができない場合、真嘉比古島区

画整理事業に影響が出るおそれはないか 

 

 

(３) その件で、都市計画部と管財課が調整した

ことがあるか。都市計画部長に聞きたい 

 

 

 

 

(１) 不明墓地の管理について、那覇市管財事務

取扱要領が平成５年より施行され、第 102 条

(所有権更正の承諾）は「すべて裁判による

ものとする」となっているが、同要領が出来

る以前は、どのように取り扱われていたか

伺う 

 

 

(２) 不明墓地の管理について、県もすべて裁判

で所有権を確認しているのか。県内の各市は

どのように扱っているか伺う 

 

 

(３) 「すべて裁判によるものとする」と規定し

た理由及びそのように規定したことによる

メリット、デメリットを伺う 

 

 

(４) これまでに、裁判によって解決した事例を

伺う 

 

 

 

 

２ 久 高 友 弘 

（大志の会) 

１ 陳情の件に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 不明墓地の

管理について 

 

 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、助役、関係部長 

 
 



 代表質問（２日目） 平成 17 年 12 月７日(水) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

３ 平 良 識 子 

（社社連合) 

１ 米軍再編問

題について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 今年 10 月 29 日に日米両政府によって発表

された在日米軍再編をめぐる日米合意「日米

同盟：未来のための変革と再編」（いわゆる「中

間報告」）について、市長の評価と感想を伺う

 

 

(２) 麻生外務大臣は先月 11 月末に来沖し、稲

嶺知事および沖縄県側に対して、沖縄の地理

的特異性を主張している。昨年 10 月に小泉

首相は「沖縄の負担を全国民で分かち合うた

め、国外移転、本土移転の両方を考える」と

約束したが、何の努力もせず、今年 11 月の

日米首脳会談で「地元の説得に全力を尽く

す」に変化した。“地政学”は問題ないとさ

れたからこそ、昨年の首相発言がなされたの

であり、矛盾している。このことについて、

市長の認識を伺う 

 

 

(３) 那覇軍港やキャンプ・キンザーを含む嘉手

納基地以南の米軍基地返還と、普天間基地の

移設、米軍基地の北部集中がパッケージとな

っている。この“パッケージ論”について、

市長の見解を伺う 

 

 

 

(４) 稲嶺知事は先月 11月の県議会代表質問で、

在日米軍基地再編協議の日米合意について

「新たな合意案（沿岸案）は、普天間飛行場

の早期返還につながるものとは考えられず

容認できるものではない」とし、沿岸案拒否

の強い姿勢で臨んでいることに対して、自民

党県連も割れている。知事の姿勢に対して、

市長の見解を伺う 

 

 

 

 

 

 
 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ２ 国民保護法

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「武力攻撃事態等における国民の保護のため

の措置に関する法律」（以下「国民保護法」）によ

り、本市でも平成 18 年度中に国民保護計画を策

定することとなっているが、多くの軍事基地を抱

え、沖縄戦を経験した本県および本市において、

その内容は机上の空論であり、平和行政が変容す

るのではないかと危惧している。そこで以下を問

う 

 

(１) この法の目的に犠牲者がでることがやむ

なしとされる「被害最小化のための措置」が

明記されている。この法律に対する本市の見

解を問う 

 

 

 

(２) この法に基づいて島嶼県にある本市の全

住民が避難するには、避難場所、方法、かか

る日数を伺う。また、現実的に可能かどうか

について 

 

 

 

(３) 有事が想定された場合、米軍や自衛隊が軍

事行動をするとされているが、安全な住民避

難・保護に対して実効性を持っているのか問

う 

 

 

 

(４) 国民保護法および保護計画で市民を守れ

るのか、本市の認識を問う 

 

 

 

(５) テロを含む武力攻撃等の有事が発生しな

いために、本市は今後どのように取り組んで

いくのか 

 

 

 

 
 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ３ 無防備地域

宣言について 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 「こどもみ

らい局」につ

いて 

 

 

 

市民の平和と安全に責任を持ち、積極的に平和

行政を追求し、市民への平和意識を活性化するた

めに、無防備地区への攻撃を禁止するジュネーブ

諸条約第一追加議定書 59 条の無防備地域宣言を

本市に取り入れる必要がある 

 

(１) 県内、市内の若者が中心となって無防備地

域宣言運動が展開され始めている。同宣言に

ついて、本市の見解を伺う 

 

 

(２) 条約 59 条２項の法解釈について、国際人

道法分野で最も権威ある赤十字国際委員会

は、この宣言が可能な「適当な当局

（appropriate authorities）」に、自治体が

該当するとしている。本市の認識を伺う 

 

 

(３) 平和交渉と軍隊不在によって、戦禍を免れ

た事例に、沖縄戦当時の渡嘉敷村前島の事例

がある。さらに沖縄戦の教訓を踏まえ、本条

約と地方自治法を活用した「無防備地域」を

宣言することこそ、住民を守る極めて有効な

手法と考えて本市で取り組む努力をするこ

とを提案するが、見解を伺う 

 

 

 

 

(１) 「こどもみらい局」の対象年齢は、何歳か

ら何歳までか 

 

 

(２) 「こどもみらい局」が開設されたことによ

って、大人および子どもにとってのメリット

を伺う 

 

 

(３) 本市の就学前保育、いわゆる保育所（園）、

幼稚園の今後の方向性をどう考えているか 

 
 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

(４) 本市の就学前保育における“子ども像”（育

成目標）を伺う 

 

 

 

(５) 市長は本市の重要施策として「子どもを中

心としたまちづくり」を提案しているが、来

年度の予算にどのように反映させていくか

伺う 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、助役、教育長、関係部長 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 代表質問（２日目） 平成 17 年 12 月７日(水) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

４ 座 覇 政 為 

（自民クラブ) 

１ 食品行政と

消費者保護に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 環境行政に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年 11 月に行われた小泉首相とブッシュ

大統領の日米首脳会談で、牛海綿状脳症（ＢＳＥ）

の発生で停止していた米国産牛肉輸入の年内再

開方針を伝えたとのことだが、その解禁に至った

理由は何か 

また、輸入牛肉の安全性は、どの機関が、どの

ように市民・県民に保障していくのか伺う 

それから、北米から牛肉を中断する前に、例え

ば、日本向け牛肉を生産していた米国の施設は

何カ所か 

 

 

 

 

 

 

(１) 那覇市と南風原町の新しいごみ処理施設

｢那覇・南風原クリーンセンター」が、１日

より試運転を開始した。それに併せ、テレビ

ＣＭも流れている。その新しいルールを浸透

させるため、いったいどれくらいの金を支出

しているか伺う（項目ごとの明細） 

 

 

 

 

 

(２) ペットボトルの取り扱いは、どうなってい

るのか、今後の方針を伺う 

 

 

 

 

 

(３) ごみ袋の値下げを検討すべきと考えるが

どうか 

 

 

 

 

 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

(１) 指定管理者制度を本年度より導入し、今定

例会においても平成 18 年度に向け相当の数

の導入計画が付議されている。これにより、

市負担の管理費は幾らの節減となる計算か 

   また、05 年度当初予算比で何％減少となっ

たのか伺う 

 

 

 

 

(２) 今後導入を検討している施設数は幾らあ

るのか、検討している中での課題は何か、

伺う 

 

 

 

 

 

 

(１) 文部科学、厚生労働、総務、農水、環境の

５省は 11 月 25 日、病院、学校などでアスベ

スト（石綿）が飛散する恐れのある所管施設

が全国で 8,200 カ所余りにのぼると発表し

た。各省で報告された本市の状況について、

各省庁ごとに担当部の説明を求める 

 

 

 

 

(２) これらの施設は、現在どういう状況にある

のか。また、今後の方針についても伺う 

 

 

 

 

 

 

 

  ３ 那覇市の財

政問題につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ アスベスト

対策と今後の

方針について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【答弁を求める者】 

  市長、助役、教育長、上下水道事業管理者、

  病院事業管理者、関係部長 

 
 



 代表質問（２日目） 平成 17 年 12 月７日(水) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

(１) 那覇市職員厚生会への那覇市の負担金に

ついて、以下のことを伺う 

 

  ① 職員掛金に対して、市の負担割合とその

負担根拠について 

 

 

 

 

 

  ② 市負担金で運営されている事業の内容

について 

 

 

 

 

 

  ③ 職員厚生会の財務上の課題について 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 職員厚生会が新たに取得する建物につい

て、以下のことを伺う 

 

   建物取得の経緯と使途、取得資金について

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 上 里 直 司 

（民主クラブ) 

 那覇市職員厚

生会について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、助役、上下水道事業管理者、関係部長

 

 



 代表質問（２日目） 平成 17 年 12 月７日(水) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

 ｢負担は沖縄、利益は本土」という論も掲載さ

れた。選挙の争点の基地問題とはいえ、的を射て

いる。「アメとムチ」という例えもある 

 県内企業優先発注を訴える。公共事業はすべて

県内企業に発注すべきである 

 今回の、総合事務局那覇第２合同庁舎２号館の

県内企業はずしに関連して、第２合同庁舎の在す

る那覇市長に伺う 

 

(１) 総合事務局那覇第２合同庁舎２号館の

県内企業はずしについて 

  ① 沖縄振興計画という視点からも問題で

はないか 

 

 

② 雇用・経済問題の面からも、那覇市にと

っても重要な問題である。なお更に、失業

率にも大いに影響する問題ではないか 

 

 

③ その経緯と上記①、②について、考え方

を聞きたい 

 

 

 

(２) 那覇市の事業での本土企業発注について 

  ① どういう事業を本土企業に発注してい

るのか 

 

 

  ② なぜ、本土企業に発注しているのか 

 

 

  ③ 今後は、どういう考え方なのか 

 

 

 

 

 

６ 与 儀 清 春 

（市民の会) 

「那覇第２合

同庁舎２号館と

県内企業優先発

注」に関連して

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、助役、関係部長 

 

 


